


湖西市障害者基幹相談支援センター業務
公募型プロポーザル応募等様式集


○　湖西市障害者基幹相談支援センター設置場所下見申込書（様式１）
○　湖西市障害者基幹相談支援センター業務公募型プロポーザル募集要項等に関する質問書（様式２）
○　湖西市障害者基幹相談支援センター業務公募型プロポーザル　表紙（様式３）
○　湖西市障害者基幹相談支援センター応募申込書（様式４）
○　法人等の概要（様式５）
○　障害福祉サービス等に関する運営実績（様式６）
○　経営方針・応募の理由（様式７）
○　湖西市障害者基幹相談支援センター事業計画書（様式８ 任意様式可）
○　収支計画書（様式９）
○　収支予算書（様式10）
○　様式10の記入例
○　湖西市暴力団排除条例に基づく暴力団ではないことの表明及び確約に関する同意書







令和８年６月
湖西市　健康福祉部　地域福祉課
（様式１）

令和８年６月８日(月)午後５時 締切

湖西市障害者基幹相談支援センター設置場所下見申込書
　
	法人等名称
	

	主たる事務所の所在地
	

	担当者名
	

	参加人数
	　　人

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	




１　下見希望日時
	
	希望日
	希望時間

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	




２　参加者氏名・役職名を記入して下さい。
	
	参加者氏名
	役職名

	例
	湖西　太郎
	取締役

	１
	
	

	２
	
	



（様式２）

令和８年６月12日（金）　午後５時締切

湖西市障害者基幹相談支援センター業務
公募型プロポーザル募集要項等に対する質問書

	法人等名称
	

	部署名
	

	主たる事務所の所在地
	

	役職・担当者名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	



	No
	資料名
	頁/様式
	該当箇所
	タイトル
	質問

	例
	募集要項
	２
	３-⑦
	参加資格要件
	○○○○

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	


　



１．該当箇所の記入にあたっては、数値、記号は半角小文字で記入してください。
２．行が不足する場合は、適宜追加してください。
３．各資料の該当箇所の順番に並べてください。
４．質問はNoにつき、１点としてください。（１つのNoに複数の質問を含まないこと。）
(様式３)

令和　　年　　月　　日



（宛先）静岡県湖西市長　　田内浩之



湖西市障害者基幹相談支援センター業務
公募型プロポーザル












所　在　地

法人名　　　　　　　　　　　　　　㊞

代表者氏名
電話番号
ＦＡＸ番号




（様式４）

湖西市障害者基幹相談支援センター応募申込書

令和　　年　　月　　日

（宛先）静岡県湖西市長　田内浩之

申請者
所在地
法人名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞

湖西市障害者基幹相談支援センターの運営を行う事業者として応募の申込みをしたい
ので、必要書類を添えて申請いたします。
また、湖西市障害者基幹相談支援センターの運営事業者の募集に際し、募集要項の参加資格要件の全てを満たしていること及び提出書類の内容に相違ないことを誓約します。
なお、当該誓約に違反があった場合には、一方的に選定手続きから除外されても　異議ありません。

担当者　　　　　役職・氏名

連絡先　　　　　電話番号
ＦＡＸ番号
メールアドレス

（様式５）

法人等の概要

	（ふりがな）
法人等名称
	
	代表者氏　名
	　

	
	
	
	

	所 在 地
	

	
	

	設立年月日
	年 　　月　　 日
	従業員数
令和８年４月１日現在
	　　　　　　　人

	
	
	
	

	法人等の
沿革及び
主な業務
内容等
	



（様式６）

障害福祉サービス等に関する運営実績
	１　相談支援事業等の運営実績
　（過去３年以内の指定一般相談支援事業、指定特定相談支援事業、指定障害児相談支援事業等について、事業所名、事業種類、指定年月日又は事業開始日等を記載）
　※　地域生活支援事業等の実施について（平成18年８月１日障発第0801002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）」に規定する障害者相談支援事業及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第77条の２に規定する基幹相談支援センターも可とする。












２　その他障害福祉サービス等の運営実績（相談業務を除く。）
（過去３年以内の障害者福祉・児童福祉（障害児）事業の運営実績について、事業所名、事業種類、指定年月日又は事業開始日等を記載）













（様式７）

経営方針・応募の理由
	法人等の経営方針



	応募の理由



	湖西市の強み

	現状と課題

	課題への取組



（様式８）【任意様式可】

湖西市障害者基幹相談支援センター事業計画書

法人等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以下の項目順に、事業計画書（任意の様式で可）を作成すること。

１　湖西市障害者基幹相談支援センターの運営体制
⑴　湖西市障害者基幹相談支援センター運営方針
⑵　個人情報保護、苦情解決の取組と実効性
⑶　公正・中立性の方策
⑷　窓口開設時間等
⑸　施設の適正な維持管理、安全面、衛生面についての考え方

２　職員
⑴　職員体制・職員配置計画、職員シフトについて
　　※職員シフトについてのみ、（様式５別紙）勤務体制一覧表を用いること。
⑵　職員の資質の向上

３　事業計画・業務内容
　　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第77条の２に規定する「基幹相談支援センター」の実施する業務及び自主運営により実施する業務について（詳細は仕様書「８.委託業務の内容」を確認すること）

【業務委託により実施する事業】
法第77条の２第１項に規定する「基幹相談支援センター事業及び業務」
　①　総合的・専門的な相談支援
　②　地域の相談支援体制の強化の取組
　③　地域移行・地域定着の促進の取組
[bookmark: _GoBack]　④　権利擁護・虐待防止の取組
　⑤　湖西市障害者支援協議会の運営

【自主運営により実施する事業】
⑴　法第５条第18項に規定する次の相談支援事業
「一般相談支援事業（地域移行支援、地域定着支援）」
「特定相談支援事業（計画相談）」

 ⑵　児童福祉法第６条の２の２第７項に規定する次の相談支援事業
「障害児相談支援事業」
（様式９）

収　支　計　画　書

令和８年度～令和11年度見込み分集計

	【収入】
	金額（円）

	
	委託料
	その他収入
	計

	令和８年度
	
	
	

	令和９年度
	
	
	

	令和10年度
	
	
	

	令和11年度
	
	
	

	計（42月分）
	
	
	

	【支出】
	金額（円）

	令和８年度
	

	令和９年度
	

	令和10年度
	

	令和11年度
	

	計（42月分）
	



（様式10）

収　支　予　算　書

令和　　年度見込み分（令和　　年　月　日～令和　　年　月　日）
	科目
	金額（円）
	備考（積算内訳等）

	【収入】

	
	

	計
	
	

	科目
	金額（円）
	備考（積算内訳等）

	【支出】

	
	

	計
	
	


・令和８年度から令和11年度まで年度ごとに作成してください。
・消費税及び地方消費税(税率は10％)を含めた金額を記入してください。
・算出根拠を備考欄又は別紙添付してください。
≪様式10の記入例≫
（様式10）
収　支　予　算　書
令和　年度見込み分（令和　年　月　日～令和　年　月　日）
	科目
	金額（円）
	備考（積算内訳等）

	【収入】
委託料




○○による報酬
	
○○○
(委託料は、募集要項記載の上限額を上回らないこと)
○○○

	







	計
	○○○
	

	科目
	金額
	備考（積算内訳等）

	【支出】
ア　人件費
○○費




イ　事業費
○○費


ウ　事務費
○○費


エ　○○費
	

○○○
○○○
○○○


○○○



○○○



○○○
	

常勤○名　　　　○○円
非常勤○名　　　○○円
●●●　　　　　○○円


●●●　　　　　○○円



●●●　　　　　○○円



●●●　　　　　○○円

	計
	　　　○○○
	


・令和８年度から令和11年度まで年度ごとに作成してください。
・消費税及び地方消費税(税率は10％)を含めた金額を記入してください。
・算出根拠を備考欄又は別紙添付してください。

湖西市暴力団排除条例に基づく暴力団ではないことの
表明及び確約に関する同意書

１　私は、現在、次の⑴から⑸のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを確約します。
⑴　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団又は暴力団員であるとき
⑵　法人等の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
⑶　法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
⑷　法人等の役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
⑸　法人等の役員等が、暴力団、暴力団員又は上記⑴から⑷に該当する法人等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき

２　私は、自ら又は第三者を利用して次の⑴から⑸の行為を行わないことを確約します。
⑴　暴力的な要求行為
⑵　法的な責任を超えた不当な要求行為
⑶　取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
⑷　風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて貴市の信用を毀損し、又は貴市の業務を妨害する行為
⑸　その他前各号に準ずる行為

３　私は、貴市が必要に応じ、私及び当法人（団体）役員に係る暴力団該当性情報の提供を警察署に求めることについて、同意します。

　　令和　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　
